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KNT－CTグループの将来を担う人材の育成を目的とした
KNT－CTアカデミー講演会の開催

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進 KNT−CTグループ全社

　KNT−CTアカデミーは、2025 年 7 月 28 日に第 4 回KNT−
CTアカデミー講演会を開催しました。グループ各社から157名
が参加し、CSR/SDGsコンサルタントで千葉商科大学客員教授の
笹谷秀光氏をお迎えして、「ポストSDGs時代における競争戦略～
SDGsをビジネスにどう生かすか～」をテーマにご講演いただきま
した。
　笹谷氏は当社のSDGs委員会顧問も務められており、講演では、
SDGsを取り巻く現状や当グループの取組みを発展させる方策に
ついて幅広くお話しいただきました。特に、「ポストSDGs時代」
に向けて、自分の業務とSDGsの目標・ターゲットを紐づけて“自
分事化”することの重要性を強調され、当社作成の「マトリックス
表」（P.9 〜 10）の活用が効果的であるとご指導いただきました。
　参加した社員からは、「SDGsと実務との突合せが必要だと感じ
た」や「SDGsを自分の仕事にどう生かすのか検討したい」といっ
た声が上がりました。

　KNT−CTアカデミーは、2025年2月4日に第3回KNT−CT
アカデミー講演会を開催し、グループ各社から187名が参加しま
した。
　講師には、ANAあきんど（株）取締役会長（当時）の菅谷とも子
氏をお迎えし、「交流で創る、しごと。」をテーマに、地域創生事
業やコロナ禍での経営、ダイバーシティ・女性活躍について幅広
くお話しいただきました。 特に、地域創生事業とダイバーシティ
や女性活躍に関する内容は当社としても関連深い内容でした。
　菅谷氏は、地域創生事業はコロナ禍に設立されたANAあきんど
の中核事業で、人と人とのリアルな交流を絶やさず、地域とのつ
ながりの重要性を再認識するきっかけとなったことから、今後も
継続して取り組んでいきたいと述べられました。また、女性活躍
については、ご自身の経歴を踏まえ、性別による機会の損失をな
くすため、仕事と家庭の両立環境整備と相互尊重の風土確立が会
社の利益につながるという経営者としての考えを示されました。
講演の最後には、「人を大事にしてお客さまを元気にする商品を作
り続けてください」とのエールをいただきました。
　参加した社員からは、苦しい状況でも前向きに取り組むことの
大切さやしっかりと向き合って話をすることの大切さを再認識し
たとの声が上がりました。

　KNT−CTホールディングスは、2024年1月にグループの将来を担う人材の育成を目的とした「KNT−CTアカデミー」を設置しました。  
　KNT−CTアカデミーは、パーパスの実現のため、体系的かつ持続的な人材育成を推進するとともに、当社とグループ各社の人事部門
の連携を強化し、グループ全体の人的資源の育成と活躍促進に取り組んでおり、その一環として、社員向けセミナー「KNT−CTアカデミー
講演会」を実施しています。

講演会の様子

ANAあきんど株式会社 菅谷とも子氏

笹谷秀光氏

4.7―――― 持続可能な開発のための教育等
5.5―――― 女性参画・平等なリーダーシップ
8.5―――― 雇用、働きがいのある人間らしい仕事、同一労働同一賃金
10.2――― すべての人々の能力強化

❶�第３回KNT−CTアカデミー講演会　「交流で創る、しごと。」

❷�第４回KNT−CTアカデミー講演会　「ポストSDGs時代における競争戦略〜SDGsをビジネスにどう生かすか～」
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北海道新ひだか町 岐阜県高山市 千葉県九十九里町

● 連携締結地域（継続）

＜クラブツーリズム＞

連携協定
締結時期 相手先

2021年3月 愛媛県西条市

2021年10月 北海道上川町

2021年11月 東京都台東区

2021年11月 岩手県八幡平市

2021年11月 北海道七飯町

2021年11月 和歌山県那智勝浦町

2022年3月 中海・宍道湖・大山圏域観光局

＜近畿日本ツーリスト＋クラブツーリズム＞

連携協定
締結時期 相手先

2022年5月 信越9市町村広域観光連携会議

2022年6月 千葉県南房総市

2022年7月 ワイン文化日本遺産協議会
（茨城県牛久市、山梨県甲州市）

2022年11月 青森県西目屋村

＜KNT−CTホールディングス＞

連携協定
締結時期 相手先

2023年7月 北海道新ひだか町

2025年10月 岐阜県高山市

＜近畿日本ツーリスト＞

連携協定
締結時期 相手先

2024年5月 千葉県九十九里町

地方自治体・関連団体との
観光促進連携協定

自治体等とのタイアップによる観光産業の発展と地域経済の活性化 KNT−CTホールディングス
近畿日本ツーリスト
クラブツーリズム

8.9―――― 雇用創出、持続可能な観光業促進政策
11.4――― 文化遺産・自然遺産
11.a― ―― 各国・地域規模の開発計画
17.17― ― �さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な公的、官民、市民社会のパートナーシップを奨励・推進

　地方創生を目指す自治体等や関連団体と観光促進の包括連携協
定等を結ぶことにより、観光資源を活用した交流人口の増加と相
互の情報共有により地域の活性化と住民生活の向上に寄与してい
ます。近年では旅行商品の造成を行い、地域へ誘客するのみなら
ず、新たな地域資源の掘り起こし、地域のパートナーとしてその
地域に根差した企業と共に新たな価値を創り出し、社会の問題解
決や持続可能な社会を見据えた新しいビジネスモデルづくりなど
も地域の方々と共に進めています。また、文化施設、観光施設、

観光拠点の運営・指定管理事業を受託することにより、地域の観
光拠点を核とした「観光まちづくり」や、地域の観光を持続可能な
ものとするために、観光関連産業人材育成にも力を入れています。
　KNT−CTホールディングスは、こうしたグループ全体の地域
共創事業を統括し活動を強化するため、2024年4月に新たに「地
域共創推進室」を設立し、2025年10月10日には新たに岐阜県
高山市と「観光振興及び地域活性化に関する包括連携協定」を締結
しました。
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ESG
環境・社会・ガバナンス

当社グループのESG（環境・社会・ガバナンス）それぞれについて、基本方針や考え方、体制、具体的な
取組み事例をご紹介します。

Governance ガバナンス

コーポレート・ガバナンス

コンプライアンス

リスクマネジメント

Environment 環境
P.22-24 P.25-32 P.33-36

環境保全への貢献

カーボンニュートラル社会への取組み

オフィス内での脱炭素化に向けた取組み

TCFD�（気候関連財務情報開示タスクフォース）に
             準拠した取組み

Social 社会

ビジネスと人権

公正な営業

ユニバーサルツーリズムの推進
ノーマライゼーション社会への貢献

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

社会貢献活動

地域共創事業

Environment
Social

Governance
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環境
EnvironmentEnvironment

環境保全への貢献

カーボンニュートラル社会への取組み

　私たちは地球環境の保全が人類共通の目標であることを認識し、旅の総合プロデューサーとして、
企業活動を通して自然や文化を守り育んでいくことにより環境保全活動に努め、企業の社会的責任を果たします。

●KNT−CTグループの目標と実績

基本理念

１．観光資源・環境保全活動に積極的に取り組みます。
２．エコツーリズム・グリーンツーリズムに取り組みます。
３．事業活動による環境への影響を正しく認識し、環境改善に努めます。
４．環境意識啓発活動を推進します。
５．全社員の環境方針の理解と環境保全への意識向上に努めます。

2023年度　当社グループ環境目標と実績

2023年度 環境目標 2023年度 実績 評価

FAX紙使用量を70％削減（2019年度比）します。 82%減 達成

電気使用量削減を目的とした具体的な活動を実施します。 実施 達成

［紙・文具・事務用品］グリーン商品購入率を70％とします。 75% 達成

環境活動として従業員に向けた全社一斉の清掃活動を実施します。 実施
（1回実施 469名参加） 達成

2024年度　当社グループ環境目標と実績

2024年度 環境目標 2024年度 実績 評価

電気使用量削減を目的とした具体的な活動を実施します。 実施 達成

［紙・文具・事務用品］グリーン商品購入率を70％とします。 グリーン商品にこだわらず環境に 
良い商品の購入を推進しました。

環境活動として従業員に向けた全社一斉の清掃活動を実施します。 実施 
（2回実施 1,062名参加） 達成

自然への感謝と理解を深め、環境と観光の調和に努めます。

●環境に関する基本方針

2025年度　当社グループ環境目標

2025年度 環境目標

電気使用量削減を目的とした具体的な活動を実施します。

［紙・文具・事務用品］グリーン商品購入を推進します。（紙はPEFC認証コピー用紙への置換も可）

環境活動として従業員に向けた全社一斉の清掃活動を実施します。
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電力消費削減

オフィス内での脱炭素化に向けた取組み

＜エアコン＞
● 室温の目安を設定（例 夏：28℃、冬：20℃）
● クールビズ・ウォームビズを推進
● 扇風機やサーキュレーターを併用
● 未使用エリアのエアコンをオフに

＜OA機器＞
● 90分以上の離席の際は、PCをシャットダウン
● PCを適切なディスプレイ照度に設定

＜照明＞
● 必要のない照明は消灯
● LED照明や人感センサー付き照明への交換

KNT−CTグループ電力使用量・CO₂排出量の推移

　当社グループは、電力消費量等の削減による排出量の削減に積極的に取り組んでいます。

※上記のグラフは下記の当社グループ企業の拠点ビルの電力使用量を元に作成しています。
　�KNT−CTホールディングス、近畿日本ツーリスト（北日本支社、東日本支社、中日本支社、西日本支社、CB支社）、クラブツーリズム、近畿日本ツーリストブルー

プラネット、近畿日本ツーリスト沖縄、ユナイテッドツアーズ、三喜トラベルサービス、近畿日本ツーリスト商事、ツーリストエキスパーツ（現：近鉄HRパートナー
ズ）、KBC、ツーリストインターナショナルアシスタンスサービス、イベントアンドコンベンションハウス、KNT−CT・ITソリューションズ、コスモポリタン・ク
リエイティブ・ラボ

※当社グループのCO₂排出量は、東京電力エナジーパートナーが毎年算出する排出係数で算出しています

：クラブツーリズム本社の移転にともない、2021年度は新宿アイランドウイングを拠点ビルに加えています。

電力使用量（千 kWh）
2018 年度比

2020年度
1,877

25%減

2021年度
2,561

2.5%増

2024年度
1,626

35%減

2023年度
1,926

23%減

2022年度
2,302

8%減

2018年度
2,498

2019年度
2,203

12%減

CO₂排出量（ t -CO₂）
2018 年度比

27%減

2020年度
828

排出係数
0.441

1.8%増

2021年度
1,158
排出係数
0.452

40%減

2024年度
685

排出係数
0.421

31%減

2023年度
785

排出係数
0.408

24%減

2022年度
865

排出係数
0.376

15%減

2019年度
972

排出係数
0.441

2018年度
1,137
排出係数
0.455

＜文具、事務用品＞
● 詰め替え使用可能なもの
● エコマーク、環境ラベルの表示がある商品
● 再生材料を使用しているもの 
● リサイクルしやすいもの 等

＜紙、紙製品 など＞
● �コストと必要性を考慮し古紙を多く配合しているものを購入
● �コストと必要性を考慮し白色度が低いものを購入

　事務用品等の購入にあたり環境への負荷ができるだけ小さ
い物品を優先して購入することにより、地球環境の保全に配
慮した活動を推進しています。

グリーン購入ガイドライン

● ペーパーレスFAXの導入

ペーパーレス化
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環境
Environment

TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）に準拠した取組み

　当社グループは電気使用量の削減やグリーン購入、お客さまとの協働によるカーボンオフセットへの取組みなど、環境負荷の軽
減に努めることでTCFDに準拠したCO₂削減活動に取り組み、脱炭素社会の実現へ貢献していきます。
　以下の表はTCFDに準拠して当社グループを取り巻く気候変動リスクの内容と対策、気候変動の機会（優位性・ビジネスチャンス）
をまとめたものです。

気候関連のリスクと機会

１.移行リスク

リスクの内容 評価 リスクへの対応の方向性

CO₂排出量の少ない運送機関、宿泊機関の利用を求め
る規制の実施 大 ・CO₂の排出量が少ないツアーの組成・販売

２.物理的リスク

リスクの内容 評価 リスクへの対応の方向性

猛暑等による旅行マインドの低下、旅行先の変化 中

・�旅行シーズン、旅行先の変化に応じた商品開発（生態
系の変化、新規航路・空路の開拓を受けた新たな旅
行商品の開発）

・�テーマ旅行など特色のある旅行商品、環境配慮型旅
行商品の拡充

自然災害の激甚化による旅行提供機会の喪失 小 ・�旅行業以外の事業（地域創生事業、BPO等）の収益拡大
・激甚災害を想定したより高度なBCP確立

気候変動の機会

１.製品・サービスに関するもの

機会・優位性の内容 機会取込みの方向性

環境配慮型商品・サービスの需要増 ・CO₂の排出量が少ないツアーの組成、販売

２.レジリエンスに関するもの

機会・優位性の内容 機会取込みの方向性

気候変動に影響されない地域・手法を利用した商品開発 ・VR等のIT技術を使って疑似体験できるような商品の開発
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Social

ビジネスと人権　
　誰もが幸せに暮らせるように差別のない社会、生活習慣・文化・価値観などの多様性や人権を尊重する社会を築いていくなど社
会的責任を果たしていくために、人権に関する基本方針を定め、社員教育を行っています。

　12月10日は「人権デー（Human Rights Day）」と定められており、人権デーを最終日とする1週間（12月4日〜 12月10日）
は「人権週間」と位置づけられ、全国各地で集中的に人権啓発活動が行われます。
　当社グループでは、SDGsの達成に向けた、3つのマテリアリティ（重要課題）の内の1つ「責任ある企業活動」の中で、「人権と
個人の尊厳の尊重」を重点施策とし、活動を展開しています。
　この重点施策とKPIの達成に向けた人権啓発活動の一環として、人権週間にあわせて人権についての基礎研修を実施します。動
画にて「人権についての基礎研修」を視聴し、eラーニング形式による確認テストを実施し、人権への理解とその尊重に対する社員
一人ひとりの意識の向上に努めています。

●人権に関する基本理念と基本方針

●人権研修の実施

　毎年の人権週間（12月4日～ 10日）に先立ち、KNT−CTホールディングスが加盟している東京人権啓発企業連絡会（加盟企業
数120社：2025年7月現在）では、会員企業に対して人権標語を募集しており、優秀作品は表彰されます。また、これに先んじ
当社グループ社員および家族からも広く募集し、優秀作品を社内表彰しています。

●人権啓発標語の募集

基本理念

KNT−CTホールディングスグループは、お客さま、関係協力機関、地域社会、社員など私たちが関わるすべての人の人
権と個人の尊厳を尊重します。
人はそれぞれ違った個性を持った存在であり、自分らしく自由に生きたいという願いを持っています。その願いは、誰
でも平等に保障されなければなりません。
真に差別のない、差別を許さない企業群となるため、全社員の人権意識を高めて、生き生きとした明るい職場作りをめ
ざします。

基本方針

１．�KNT−CTホールディングス株式会社は、それぞれの事業活動を通して人権を尊重するよう行動します。
２．�個人の基本的人権と多様な価値観、個性、プライバシーを尊重し、人種、国籍、肌の色、性別、性的指向や性自認、

言語、宗教、政治的意見や信条、社会的身分、門地、本籍や出生地、出自などに関する差別的言動や、他人の尊厳
を傷つけ、あるいは不快にさせるハラスメント行為を行いません。

３．�基本的人権およびそこから派生する諸権利の擁護について理解、認識の向上を図るため、各種教育などの適切な措
置をとります。

社会の一員として、旅を通じた、社会課題の解決に貢献します。

2018年5月1日改定
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社会
Social

ユニバーサルツーリズムの推進
ノーマライゼーション社会への貢献

　「いくつになっても、身体に障がいがあっても、旅に出て豊かな人生を過ごしたい」というお客さまのニーズを満たすバリアフリー
の旅を提供し、お客さまの夢の実現とノーマライゼーション社会の推進に貢献します。

“旅を通して”、誰ひとり取り残さない社会の実現に貢献

　近畿日本ツーリストでは、旅を通じた共生社会の実現に向けて、企業・
地域・学校と連携して、ユニバーサルツーリズム推進を目的とした旅行商
品のご提供、心のバリアフリー推進を目的とした教育プログラムのご提案
等をしています。
　お問い合わせいただいた内容をもとに専門スタッフがお客さまの地域の
担当者とともにご案内します。

近畿日本ツーリスト ユニバーサルツーリズム専用サイト

まだまだ旅を楽しみたいお客さまへ　旅行への「不安」を、「安心」「快適」に

　クラブツーリズムでは、旅に対して不安を感じやすいシニア
層でも旅を安心・快適に楽しめる「大人のゆるり旅」シリーズ
を販売しています。「旅行には行きたいけれど、団体行動につ
いていけるか心配」という悩みを抱えるシニア層の旅行者に多
く選ばれている同シリーズは、参加者の60％以上が75歳以上。

「75歳以上限定の日」の出発日も設定しています。
　「大人のゆるり旅」では、参加者の足や腰などの負担を少しで
も軽くすべく、以下の５つにこだわっています。

① 添乗員が同行し旅行をサポート　
② トイレ付きバスでの案内　
③ 歩行距離の短い観光地の選定や乗り物利用で負担を軽減 
④ 宿泊はベッドのお部屋 
⑤ �食事は椅子・テーブル席を確約

　また、添乗員に加えカインドリースタッフ（一定の介護資格を持
ち、ツアー参加者全体に目配り・気配りするスタッフ。ご参加の
お客さまの状態を見守り、乗り物乗降時のサポート、歩行が遅
い方に合わせた寄り添い、適宜のお声がけなど、必要な時に必
要なサポートやお声がけをします）が同行するツアーもご用意
しています。

クラブツーリズム　大人のゆるり旅

　当社グループでは、障がい者雇用を推進しています。ひまわり
農園（近畿日本ツーリスト）で野菜を育て、近隣の老人ホームや福
祉施設等に提供し、地域共生を目指しています。

当社グループの障がい者雇用率

2024年度 2025年度

近畿日本ツーリスト 2.47% 2.33%

クラブツーリズム 2.28% 2.36%

障がい者雇用
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ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
　当社グループでは、多様な働き方を支援するための制度を順次導入するとともに、育児休職から復職する社員を対象とした復職
前セミナーをはじめ、在宅勤務や時間単位年次有給休暇など、ワーク・ライフ・バランスの実現にむけた環境づくりと取組みを行っ
ています。

＜働きやすい職場づくりのための取組み>
・時差出勤／時間単位年休を導入　　・在宅勤務制度の拡充　　・子の看護休暇　　
・育児、介護休暇や短時間勤務制度の拡充　　・社内における旧姓使用（社員名簿やメールアドレスなど）

※1 国内グループ会社勤務の使用人兼務役員・執行役員、正社員の合計

<導入している主な制度>
・勤務間インターバル制度
・テレワーク制度
・出産休暇
・育児休職制度

KNT−CTホールディングスグループの
女性社員比率、女性管理職比率

2024年度
　社員数（合計）※1 3,082名

　女性社員数（合計）※1 1,645名
女性社員比率 53.4%
　管理職数※1 436名

　女性管理職数※1 95名
女性管理職比率 21.8%

平均雇用年数
2024年度

男性 女性
近畿日本ツーリスト 23.6年 13.5年
クラブツーリズム 14.6年 13.2年

育児休業、短時間勤務者
2024年度

育児休業 92名
短時間勤務 323名

女性活躍推進法に基づく行動計画（数値目標）
目標 2024年度実績

近畿日本ツーリスト 管理職に占める女性労働者の割合を20％にする
（行動計画期間：2022年7月25日～ 2026年3月31日） 20.2%

クラブツーリズム 2027年までに管理職に占める女性労働者の割合28％を目指す
（行動計画期間：2022年4月1日～ 2027年3月31日） 23.2%

2030年度　目標 2024年度実績
KNT−CTグループ 管理職に占める女性社員の割合を35％ 21.8%

社員一人ひとりの力が発揮できるよう、多様な働き方を活かす仕組みの整備と環境づくりを進めています

女性活躍推進法に基づく「えるぼし」認定　次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん」認定
クラブツーリズム

KBC コスモポリタン・クリエイティブ・ラボイベントアンドコンベンションハウス
ツーリストインターナショナルアシスタンスサービス

　KNT－CTホールディングスおよびコスモポリタン・クリエイティブ・ラボは2025年に女
性の活躍推進に関する取組みの実施状況が優良等一定の要件を満たした企業に対する認定制度

「えるぼし」を取得しました。当社グループでは計8社が認定取得しています。そのうち、KNT
－CTホールディングス、クラブツーリズム、KBC、ツーリストインターナショナルアシスタン
スサービス、コスモポリタン・クリエイティブ・ラボは、①採用 ②継続就業 ③労働時間等の
働き方 ④管理職比率 ⑤多様なキャリアコースの５つの評価項目すべての要件を満たした最上
位の「3段階目」に認定されています。また、クラブツーリズムは、子育てサポート企業として
2022年から「くるみん」にも認定されています。 当社グループでは引き続き社員の多様性や
ワーク・ライフ・バランスを尊重し、誰もが活躍できる働きやすい職場、環境を目指しています。

えるぼし2段階目 えるぼし3段階目 くるみん

・カムバック制度／カムバック採用※

・時間単位の年次有給休暇
・フレックス勤務とMIX勤務

・介護休職
・介護短時間勤務制度
・修学・留学・趣味・余暇を理由とする休職制度
・育児短時間勤務制度

※�近畿日本ツーリストやKNT−CTホールディングス、クラブツーリズムの社員であった者を再採用する場合、条件を満たし一定の期間内であれば、在籍時のキャリア
を考慮して採用を行います。 

KNT−CTホールディングス 近畿日本ツーリスト 近畿日本ツーリストブループラネット
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　近畿日本ツーリストは2023年2月に、クラブツーリズムは2023年3月に、
KNT−CTホールディングスは2024年４月に、コスモポリタン・クリエイティブ・ラボは
2025年5月に、いずれも健康保険組合連合会東京連合会より「健康優良企業」の「銀の認定」
を取得しました。
　企業全体で健康経営を行うため、各社、従業員の定期健康診断100％受診、受診結果を活用
した取組み実施、健康づくりができる環境整備等を「健康企業宣言」に組み込み、社内イントラ
での定期的な社員への健康への意識啓もう活動や血圧計の設置、ウォーキングイベントなど、
さまざまな取組みを通して、社員が健康で、活気ある職場づくりを目指しています。
※「健康企業宣言」は、全国健康保険協会の登録商標です

取組事例  �健康優良企業（健康保険組合連合会東京連合会）�
「銀の認定」の取得

　2022年11月に当社グループ全体で実施した、社員の健康な身体作りと身近な社会貢献活動を目的として、2017年から7年
連続で実施している「全国一斉 ゴミゼロ大作戦！」で行ったウォーキングイベントが評価され、東京都より「スポーツ推進企業」
として認定されました。
　また、発達障がいなどの課題を持つ子どもたち（小～中学生）を対象に、サッカーを通じて「人とのコミュニケーション能力」
を育てていくことを目的とした「東京YWCAサッカークリニック」に社員が積極的に参加し活動したことが認められ、スポーツ
庁より２年連続で「スポーツエールカンパニー ブロンズ」を、2024年度は「スポーツエールカンパニー シルバー」の認定を取
得しました。

取組事例  �「スポーツ推進企業認定」（東京都）、�
「スポーツエールカンパニー認定　シルバー」（スポーツ庁）の取得

●�健康経営

健康経営宣言
KNT−CTホールディングスでは、従業員とその家族の健康は、事業の根幹を支える礎であり、長期的な安定経営に不可欠
なものと考えています。従業員一人ひとりが心身ともに健康でいきいきと活躍することで、新たな価値・新しい感動を生
み出す挑戦が続けられます。グループにおける健康経営をより推進するために「健康経営宣言」を行います。
健康経営の推進にあたっては、グループ各社の取組みと連携し、ホールディングスにおける推進体制を構築して取り組み
ます。事業環境の整備や適材適所の配置とあわせて、働き方改革や心身の健康管理・健康支援により、従業員の健康増進
に努めます。具体的には以下の取組みを行ってまいります。
​
１．健康づくり担当者の配置	 ２．定期健康診断の全員受診
３．ヘルスリテラシーの向上	 ４．ワーク・ライフ・バランスの推進

2023年4月1日

全国一斉 ゴミゼロ大作戦！

KNT−CTホールディングス
近畿日本ツーリスト
クラブツーリズム

KNT−CTホールディングス

コスモポリタン・クリエイティブ・ラボ
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基本方針
　当社グループのパーパス「まだ見ぬところへ、まだ見ぬ明日へ」には、旅行業で培ってきた当社グループの強みを、旅行業に限ら
ず創造的に発揮し、社会に貢献していきたいという思いが込められています。経営陣と社員が一体となってパーパスを具現化して
いくために、人材育成や組織風土改革を推進してまいります。

人材の多様性確保を含む人材育成方針
　パーパスを具現化していくために、「KNT−CTアカデミー」を設置し、体系的かつ持続的な人材育成を推進するとともに、当社
とグループ各社の人事部門の連携を強化し、グループ全体の人的資源の育成と活躍促進に取り組んでいます。

＜具体的取組み＞
・人（意識）の改革に取り組んでいます。
・適材適所によるグループ全体での人材配置の最適化に取り組んでいます。
・DEI（Diversity, Equity＆Inclusion）を推進しつつ、次世代を担う人材の確保と育成に取り組んでいます。
・人材活用事業の強化を通じ、長期的な人材育成とスキルの活用に取り組んでいます。

KNT−CTグループの内部通報制度

制度の名称 ヘルプライン／ホットライン

通報対象者
当社グループの業務に従事する社員（その雇用形態を問わない）、当社グループで就業す
る派遣労働者、当社グループの取締役、監査役、執行役員その他経営に従事する者（会計
監査人を除く）、および特定受託業務従事者

匿名受付の可否 原則として所属および氏名を明らかにするが、匿名でも受け付ける。

仕組みの概要

制度による相談等を受け付けるため、コンプライアンス改革本部、顧問弁護士事務所内お
よび内部通報窓口代行サービス事業者内に内部通報窓口「ヘルプライン／ホットライン」
を設置する。社員は、法令、社会規範および社内諸規程に反する行為、またはその疑いの
ある行為に関して、電話、電子メール、FAX、書面および面会により「ヘルプライン／ホッ
トライン」へ相談等を行うことができる。

第三者窓口の設置 顧問弁護士事務所に相談窓口を委託している。

研修イメージ

人材育成

　当社グループでは、事業活動における法令、社会規範および社内諸規程の遵守に関する基本方針として定める「コンプライアン
ス・ポリシー」の中でハラスメントを容認しない旨を明示し、ハラスメントのチェックリストを含む冊子の全社員への配布、外部
講師による管理職向けのハラスメント研修の実施等の取組みを行っています。
　また、当社およびグループ各社で定める「ハラスメント防止規則」に基づいて、各社にハラスメントに関する相談窓口および外部
相談窓口を設置しています。

ハラスメントの防止対策
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　クラブツーリズムでは多様化する需要に応えるべく新しく
「テーマのある旅」として装飾タイルにスポットをあてたツアーを
実施しました。第1弾は京都や神戸で通常見学を受け付けていな
い、貴重なタイルが残る元遊郭や個人宅の見学など、企画担当者
の交渉によりマニアが垂涎する内容にこだわって企画しました。
　建物の文化的価値を再発見・商品化し、見学料をお支払いす
ることで建物の維持やその価値を広めるきっかけとなりまし
た。第2弾は「台湾マジョルカタイルを訪ねるツアー」、第3弾
は「通常非公開の『昭和塾堂』見学を含む愛知や岐阜のタイルを
巡るツアー」を実施予定です。

　近畿日本ツーリスト沖縄は、沖縄県うるま市の「令和7年度
勝連城跡の魅力向上・誘客強化業務」の受託事業として、勝連
城跡の世界遺産登録25周年記念イベントを開催しました。
　開催期間中、火を使わない安全性や環境にも配慮したLED仕
様の200個のランタンが毎回夜空に舞い上がり、勝連城跡を
背景に幻想的な風景を生み出しました。ランタンにメッセージ
を書き、光に託すお客さまの姿も見かけられました。最終日は

「全島獅子舞フェスティバル」も共催されました。

地域共創事業
　当社グループの全国の各拠点と連携し、地域の抱えるさまざまな社会課題に対してグループの持てるリソースを存分に活用して
課題解決をサポートしています。イベント企画からプロデュース、運営管理、集客まで、地域に根ざした旅行商品造成事業により、
地域を活性化します。

　近畿日本ツーリストは、2016年の熊本地震で大きな被害のあった熊本城の復旧後の運営管理に携わっています。熊本城は
2021年に天守閣が復活し、現在、復旧工事中の城を安全に見学できる特別見学ルートも設置し、完全復旧を進めています。
　また、佐賀県の唐津城の運営管理も2023年から受
注しており、３年目を迎えました。唐津市内の飲食店
とコラボしたイベント「太閤の宴」など、唐津城を起
点とした観光誘客の自主事業等も積極的に行い、唐津
市への観光誘客に貢献しています。
　今後もお城の魅力をいろいろなカタチで知っていた
だき、多くのお客さまにお越しいただくことで、地域
貢献を目指します。 熊本城（お城まつりライトアップ ）唐津城

お城の運営管理受託

ツアーグランプリ2025「観光庁長官賞 国内旅行部門」
装飾タイルをめぐる旅が受賞

　富山県富山市八尾町で毎年9月に行われる伝統の祭り「おわら風の盆」。3日
間の祭り期間は20万人以上の観光客で賑わうようになる中、クラブツーリズ
ムでは本来のおわら踊りの姿をゆっくり見たいという多くの声から、本祭が終
わった後の10月にオリジナル企画「月見のおわら」を運営管理しています。
　大切な行事をきちんと再現することを前提に、地元観光協会、保存会のみ
なさんの協力で、観覧席・踊りコース、ぼんぼりなどを再構成して、各町の踊
りを鑑賞できるようにしています。28回目の今年はあいにくの天候でしたが、
八尾曳山展示館ホールを使用して実施されました。 月見のおわら

「地域のために旅行会社ができること」がカタチになった「月見のおわら」

沖縄県うるま市の受託事業として
「勝連城スカイランタン宵祭り2025」を開催

ツアーグランプリ2025の表彰式 豪華なタイルで装飾された船岡温泉 勝連城スカイランタン宵祭り2025
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コーポレート・ガバナンス
　当社グループは、「まだ見ぬところへ、まだ見ぬ明日へ」をパーパス（存在意義）として掲げ、国内外の法令遵守および企業倫理の
徹底を図ることが経営の根幹であり、透明度の高い公正な経営体制を構築することが重要な経営課題であると捉え、コーポレート・
ガバナンスの充実に取り組んでいます。

内部監査

　業務の円滑な遂行を期するとともに会社財産の保全、経営の合理化および能率推進を図るため、内部監査を行う専門部署として
監査部を設置しています。
　監査部は、年間の監査計画に基づき、当社および連結子会社の支店等の経理監査、業務監査を実施し、業務改善に向けた具体的
な助言、指導を行っています。

監査役監査

　監査役会は、年13回開催とする定例の監査役会のほか、必要に応じ随時、臨時監査役会を開催しています。
　監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、業務執行報告書等の回付を受け、監査役会で定めた監査役監査規程に基
づき監査を実施するとともに、会計監査人や監査部から適宜報告を受け、監査役会において検討を行っています。

グループ会社

株主総会

監査役会

監査部

取締役会

グループ
経営会議

人事・報酬
諮問委員会

コンプライアンス
委員会 SDGs委員会

コンプライアンス
改革本部

総務CSR部
社長室
経理部

IT企画部
監査部

情報セキュリティ
委員会

会
計
監
査
人

コーポレート・ガバナンス体制の概要（模式図）

＝監査・監督をする方向

＝問題が発生・問題を発見したときに報告する方向

遵法の精神と企業倫理の徹底により、ガバナンスの強化に努めます。

Governance

取締役会

　原則として毎月1回、年間12回の定例取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を随時開催しています。また、常
勤の取締役および監査役が出席するグループ経営会議を原則として隔週に開催し、取締役会の授権の範囲内で経営戦略に関する意
思決定を行い、社内での情報共有を図っています。

業務執行における体制

監査・監督における体制



34Sustainability Report 2025

ガバナンス
Governance

コンプライアンス

リスクマネジメント
　当社グループでは、旅行業やその他事業に関わるリスクを最小限に食い止めるため、グループ全体でリスクマネジメントの管理
体制を構築し、運用しています。
　その一環として、定期的にリスクアセスメントを行いながら、リスクの発生頻度と重要度に応じたさまざまな対策を講じ、イン
シデント発生の都度、当該リスク体制に問題がないかを確認し、必要に応じて是正しています。

　事業活動における法令、社会規範および社内諸規程の遵守に関する基本方針として「コンプライアンス・ポリシー」を制定し、周
知しています。
　また、このコンプライアンス・ポリシーにおいて各利害関係者との適切な関係の構築について規定するとともに、反社会的勢力
との関係については、これを一切持たず、不当な要求には毅然とした対応をとることを明示しています。

コンプライアンス・ポリシー

　当社グループでは、当社の本社事務所（東京）が大規模地震により機能しなくなった場合を想定し、情報の収集、お客さま対応、
社員給与や取引先への支払い等、会社の維持存続に必要最低限の機能を確保するため、当社の本社機能を近畿日本ツーリスト西日
本支社（大阪）に移転する対応を事業継続計画として具体的に定めています。また、事業継続計画に基づく対応の模擬訓練を定期的
に実施しています。

事業継続計画（BCP）

　当社グループでは地震等の災害発生時、従業員の安否を迅速に把握し、今後の対策を速やかに行うために、社員安否確認システ
ムを導入しています。また、このシステムは新型コロナウイルス感染症などの新たな感染症対策にも対応しており、1年に2回、
模擬訓練を実施しています。

社員安否確認システムの導入

　事業活動に伴うリスクを適切に管理するため、総務CSR部がリスクマネジメント事務を担当し、個別事案に関する検討および対
応方針の決定を行うとともに、リスクの洗い出しのための「リスクマネジメント会議」を開催しています。

リスクアセスメント

　当社グループは、企業行動にかかわる法令、社会規範および社内諸規程に反する行為に関し役員・社員その他グループ会社の業
務に従事するすべての者から相談または報告を受け、適切な措置をとるために内部通報制度を定めています。内部通報制度では通
報・相談者の秘密を守り、通報者が特定されないよう十分に配慮したうえで社内調査を行い、違反行為等の情報を速やかに把握す
ることでコンプライアンス経営の推進を図っています。

内部通報制度
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当社グループのSDGs活動に関する
外部からの評価

　観光産業は、政治・経済・社会の変化、とりわ
け人々の価値観の変化とサステナビリティへの要
請など、複合的な変化の只中にあります。その中
で貴社が「変化に対応する企業」として、訪日市場
の回復や新しい旅のスタイルを、次の成長につな
げようとする視点は重要です。
　社会からの信頼の土台となるのは、誠実な企業
活動と継続的な体制改善です。再発防止や企業風
土改革に着実に取り組み、「回復」から「定着」へと
歩みを進めている現在、その姿勢を企業文化とし
て根付かせることが、今後の基盤となります。
　SDGsの先の社会像を見据える「ビヨンドSDGs」
の検討を2027年から始めることが国連で決まり
ました。このグローバル・アジェンダで重要な視
点となるウェルビーイングは、人々が社会に参加
し、共に生きる仕組みをどう支えるかという視点
も重要です。
　「旅」は、人と人、地域と社会をつなぎ直す重要
な社会装置であり、ビヨンドSDGsとウェルビーイ
ングを同時に前進させる本質的な要素と位置づけ
ることができます。

　サステナビリティは常に全体を見渡しつつ進め
る必要があります。このための羅針盤となる「ESG
／ SDGsマトリクス」は、変動性・不確実性・複雑
性・曖昧性が高まる時代において、企業活動の方
向性を示す重要なツールです。SDGsの17目標と
169のターゲットを本業に当てはめて活用する戦
略は、複雑な環境下でリスクを管理しつつ、持続
可能な成長を実現するための有効な手段といえる
でしょう。
　世界ではすでに「ビヨンドSDGs」へと実践のス
テージが移行しつつあり、まさにこれからがSDGs
の本番です。そうした中で、マトリクスを軸に実
践を積み重ねてきた貴社の役割は、今後さらに大
きくなります。
　創立70周年という節目に、「まだ見ぬところへ、
まだ見ぬ明日へ」を掲げて、ウェルビーイングの先
取りを目指す経営で、次の時代の観光と社会を切
り拓いていく貴社の挑戦に、大きな期待を寄せて
います。

千葉商科大学客員教授、経営コンサルタント　笹谷 秀光
千葉商科大学客員教授、博士（政策研究）。環境省大臣官房審議官、農林水産省大臣官
房審議官等を経て退官、大手飲料企業取締役等、千葉商科大学教授を経て現職。
最新刊『ビヨンドSDGsと経営—ウェルビーイングの実現に向けて』（三和書籍）のほか

『Q&A SDGs経営　増補改訂・最新版』（日本経済新聞出版社）など著書多数。

KNT−CTホールディングスは
持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。
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